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速
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炉
サ
イ
ク
ル
技
術
研
究
開
発
推
進
交
付
金
交
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規
則

平

成

二

十

年

七

月

三

十

一

日

文
部
科
学
省
告
示
第
百
三
十
四
号

改
正

平
成
二
一
年

二
月
一
三
日
文
部
科
学
省
告
示
第

一
八
号

同

二
四
年

九
月
一
四
日
同

第
一
四
四
号

同

二
五
年

三
月
二
九
日
同

第

五
八
号

同

二
七
年

三
月
三
一
日
同

第

八
四
号

同

三
一
年

三
月
二
九
日
同

第

六
五
号

令
和

元
年

七
月

一
日
同

第

一
八
号

令
和

三
年

一
月
二
一
日
同

第

三
号

補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
年
法

律
第
百
七
十
九
号
）
及
び
補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る

法
律
施
行
令
（
昭
和
三
十
年
政
令
第
二
百
五
十
五
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
並

び
に
補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
及
び
補
助
金
等

に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
規
定
を
実
施
す
る
た

め
、
高
速
増
殖
炉
サ
イ
ク
ル
技
術
研
究
開
発
推
進
交
付
金
交
付
規
則
を
次
の
よ

う
に
定
め
た
の
で
告
示
す
る
。

高
速
増
殖
炉
サ
イ
ク
ル
技
術
研
究
開
発
推
進
交
付
金
交
付
規
則

（
通
則
）

第
一
条

特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
十
九
年
政
令
第
百
二
十
四

号
）
第
五
十
一
条
第
一
項
第
八
号
に
規
定
す
る
交
付
金
の
う
ち
、
高
速
増
殖

炉
研
究
開
発
施
設
の
設
置
及
び
運
転
の
円
滑
化
並
び
に
こ
れ
に
伴
う
当
該
施

設
に
お
け
る
研
究
開
発
の
推
進
に
資
す
る
た
め
に
特
に
必
要
な
措
置
に
要
す

る
費
用
に
充
て
る
た
め
の
交
付
金
（
以
下
「
交
付
金
」
と
い
う
。
）
の
交
付

に
つ
い
て
は
、
補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
及

び
補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
施
行
令
に
よ
る

ほ
か
、
こ
の
規
則
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

（
平
二
四
文
科
告
一
四
四
・
平
二
五
文
科
告
五
八
・
一
部
改
正
）

（
定
義
）

第
二
条

こ
の
規
則
に
お
い
て
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
そ
れ
ぞ

れ
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一

高
速
増
殖
炉
研
究
開
発
施
設

発
電
用
施
設
周
辺
地
域
整
備
法
（
昭
和

四
十
九
年
法
律
第
七
十
八
号
）
第
二
条
に
規
定
す
る
発
電
用
施
設
の
う
ち
、

原
子
力
発
電
施
設
（
国
立
研
究
開
発
法
人
日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構

（
以
下
「
機
構
」
と
い
う
。
）
が
設
置
す
る
高
速
増
殖
炉
の
原
型
炉
に
限

る
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
発
電
用
施
設
周
辺
地
域
整
備
法
施
行
令
（
昭
和

四
十
九
年
政
令
第
二
百
九
十
三
号
）
第
三
条
第
七
号
に
掲
げ
る
高
速
増
殖

炉
の
実
験
炉
を
い
う
。

二

所
在
市
町
村

高
速
増
殖
炉
研
究
開
発
施
設
の
設
置
が
そ
の
区
域
内
に

お
い
て
行
わ
れ
て
い
る
市
町
村
を
い
う
。

三

隣
接
市
町
村

所
在
市
町
村
に
隣
接
す
る
市
町
村
で
あ
っ
て
、
高
速
増

殖
炉
研
究
開
発
施
設
の
設
置
及
び
運
転
の
円
滑
化
並
び
に
こ
れ
に
伴
う
当

該
施
設
に
お
け
る
研
究
開
発
の
推
進
に
資
す
る
も
の
と
し
て
次
の
イ
又
は

ロ
に
該
当
す
る
市
町
村
を
い
う
。

イ

二
以
上
の
市
町
村
に
ま
た
が
っ
て
所
在
す
る
事
業
所
（
高
速
増
殖
炉

研
究
開
発
施
設
の
設
置
の
用
に
供
さ
れ
る
一
の
団
地
を
い
う
。
）
を
そ

の
区
域
内
に
含
む
市
町
村

ロ

高
速
増
殖
炉
研
究
開
発
施
設
の
設
置
及
び
運
転
の
た
め
に
必
要
な
人



員
の
移
動
又
は
物
資
の
輸
送
の
た
め
に
必
ず
通
行
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
道
路
（
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
二
条
第
一

項
に
規
定
す
る
道
路
を
い
う
。
）
の
区
間
を
そ
の
区
域
内
に
含
む
市
町

村

四

大
型
施
設
所
在
都
道
府
県

所
在
市
町
村
を
そ
の
区
域
に
含
む
都
道
府

県
で
あ
っ
て
、
当
該
区
域
内
に
お
い
て
設
置
さ
れ
て
い
る
高
速
増
殖
炉
研

究
開
発
施
設
の
換
算
出
力
（
高
速
増
殖
炉
研
究
開
発
施
設
の
出
力
に
相
当

す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
別
表
第
一
の
上
欄
に
掲
げ
る
施
設
の
種
類
に
応
じ
、

同
表
下
欄
に
掲
げ
る
数
）
が
百
万
キ
ロ
ワ
ッ
ト
以
上
で
あ
る
都
道
府
県
を

い
う
。

五

所
在
市
町
村
等

所
在
市
町
村
、
隣
接
市
町
村
又
は
大
型
施
設
所
在
都

道
府
県
を
い
う
。

（
平
二
七
文
科
告
八
四
・
一
部
改
正
）

（
交
付
の
対
象
）

第
三
条

文
部
科
学
大
臣
（
以
下
「
大
臣
」
と
い
う
。
）
は
、
必
要
と
認
め
る

場
合
に
は
、
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
所
在
市
町
村
等
が
行
う
次
の
各
号

に
掲
げ
る
事
業
に
要
す
る
費
用
の
全
部
又
は
一
部
に
充
て
る
た
め
の
交
付
金

を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一

研
究
機
関
等
集
積
活
用
事
業
（
大
学
そ
の
他
の
研
究
機
関
、
独
立
行
政

法
人
（
独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
）
第
二
条

第
一
項
に
規
定
す
る
独
立
行
政
法
人
を
い
う
。
）
及
び
企
業
（
以
下
こ
の

号
に
お
い
て
「
研
究
機
関
等
」
と
い
う
。
）
の
集
積
及
び
連
携
の
促
進
に

資
す
る
事
業
、
研
究
機
関
等
に
お
け
る
研
究
及
び
開
発
の
成
果
の
活
用
の

促
進
に
資
す
る
事
業
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
事
業
で
あ
っ
て
、
科
学
技

術
に
関
す
る
も
の
を
い
う
。
）

二

人
材
育
成
促
進
事
業
（
地
域
の
特
性
を
生
か
し
た
学
校
教
育
の
充
実
に

資
す
る
事
業
、
地
域
産
業
を
担
う
人
材
の
育
成
に
資
す
る
事
業
そ
の
他
地

域
の
人
材
育
成
に
資
す
る
事
業
を
い
う
。
）

三

基
盤
整
備
事
業
（
前
二
号
の
事
業
の
実
施
又
は
事
業
の
推
進
の
た
め
の

基
盤
の
整
備
に
資
す
る
施
設
（
前
号
の
事
業
に
係
る
施
設
に
つ
い
て
は
、

所
在
市
町
村
等
の
地
域
の
活
性
化
に
寄
与
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
高
速
増

殖
炉
研
究
開
発
施
設
の
設
置
及
び
運
転
の
円
滑
化
並
び
に
こ
れ
に
伴
う
当

該
施
設
に
お
け
る
研
究
開
発
の
推
進
に
資
す
る
た
め
特
に
必
要
が
あ
る
も

の
と
し
て
、
大
臣
が
認
め
る
も
の
に
限
る
。
）
の
整
備
に
関
す
る
事
業
を

い
う
。
）

２

前
項
の
交
付
金
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
交
付
金
の
区
分
に
応
じ
、
当
該

各
号
に
定
め
る
者
に
当
該
交
付
金
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一

所
在
市
町
村
が
行
う
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
業
に
要
す
る
費
用
に
充
て

る
た
め
の
交
付
金

当
該
所
在
市
町
村

二

隣
接
市
町
村
が
行
う
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
業
に
要
す
る
費
用
に
充
て

る
た
め
の
交
付
金

当
該
隣
接
市
町
村
を
そ
の
区
域
に
含
む
都
道
府
県

三

大
型
施
設
所
在
都
道
府
県
が
行
う
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
業
に
要
す
る

費
用
に
充
て
る
た
め
の
交
付
金

当
該
大
型
施
設
所
在
都
道
府
県

３

事
業
ご
と
の
対
象
経
費
（
以
下
「
交
付
対
象
経
費
」
と
い
う
。
）
は
、
以

下
の
と
お
り
と
す
る
。

一

事
業
費

イ

工
事
費

ロ

用
地
費
及
び
補
償
費

ハ

調
査
設
計
費

ニ

設
備
備
品
費

ホ

試
験
研
究
費



へ

事
業
運
営
費

ト

附
帯
雑
費

二

補
助
金

三

基
金
造
成
費

四

一
般
事
務
費

４

第
一
項
の
交
付
金
は
、
所
在
市
町
村
等
が
作
成
す
る
計
画
（
所
在
市
町
村

等
の
地
域
の
活
性
化
に
寄
与
す
る
た
め
の
事
業
に
関
す
る
計
画
で
あ
っ
て
、

高
速
増
殖
炉
研
究
開
発
施
設
の
設
置
及
び
運
転
の
円
滑
化
並
び
に
こ
れ
に
伴

う
当
該
施
設
に
お
け
る
研
究
開
発
の
推
進
に
資
す
る
た
め
特
に
必
要
が
あ
る

も
の
と
し
て
、
大
臣
が
認
め
る
も
の
を
い
う
。
以
下
「
地
域
活
性
化
計
画
」

と
い
う
。
）
に
基
づ
き
、
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

（
交
付
金
の
交
付
限
度
額
）

第
四
条

前
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
交
付
金
の
交
付
限
度
額
は
、
当
該
所

在
市
町
村
の
区
域
内
に
お
い
て
設
置
が
行
わ
れ
て
い
る
別
表
第
二
の
上
欄
に

掲
げ
る
施
設
の
種
類
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
金
額
と
す

る
。

２

前
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
交
付
金
の
交
付
限
度
額
は
、
別
表
第
三
の

上
欄
に
掲
げ
る
隣
接
市
町
村
ご
と
に
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
金

額
と
す
る
。

３

前
条
第
二
項
第
三
号
に
掲
げ
る
交
付
金
の
交
付
限
度
額
は
、
当
該
大
型
施

設
所
在
都
道
府
県
の
区
域
に
含
ま
れ
る
所
在
市
町
村
に
対
し
て
交
付
す
る
こ

と
の
で
き
る
交
付
金
の
交
付
限
度
額
と
同
額
と
す
る
。

４

大
臣
は
、
高
速
増
殖
炉
研
究
開
発
施
設
の
設
置
及
び
運
転
の
円
滑
化
並
び

に
こ
れ
に
伴
う
当
該
施
設
に
お
け
る
研
究
開
発
の
推
進
に
資
す
る
た
め
特
に

必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
前
三
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
別
に
大
臣
が
定

め
る
金
額
を
交
付
金
の
交
付
限
度
額
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

５

毎
会
計
年
度
に
お
い
て
交
付
す
る
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
交
付
金
の

合
計
額
は
、
十
六
億
円
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
。

（
交
付
の
期
間
）

第
五
条

一
の
所
在
市
町
村
等
に
係
る
交
付
金
の
交
付
期
間
は
、
第
七
条
第
一

項
の
規
定
に
基
づ
く
交
付
の
決
定
の
通
知
を
最
初
に
行
っ
た
日
の
属
す
る
会

計
年
度
の
開
始
の
日
か
ら
そ
の
四
年
後
の
会
計
年
度
の
末
日
ま
で
の
期
間
と

す
る
。

２

大
臣
は
、
高
速
増
殖
炉
研
究
開
発
施
設
の
設
置
及
び
運
転
の
円
滑
化
並
び

に
こ
れ
に
伴
う
当
該
施
設
に
お
け
る
研
究
開
発
の
推
進
に
資
す
る
た
め
特
に

必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
別
に
大
臣
が
定
め

る
期
間
を
交
付
金
の
交
付
期
間
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
交
付
金
の
交
付
申
請
）

第
六
条

交
付
金
の
交
付
の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
こ
の
条
及
び
次

条
に
お
い
て
「
申
請
者
」
と
い
う
。
）
は
、
毎
年
四
月
一
日
か
ら
五
月
三
十

一
日
ま
で
又
は
十
月
十
六
日
か
ら
十
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
（
本
条
の
規
定

に
基
づ
き
行
わ
れ
る
最
初
の
交
付
の
申
請
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な

い
。
）
に
、
様
式
第
一
に
よ
る
申
請
書
に
様
式
第
二
に
よ
る
交
付
金
事
業
計

画
書
及
び
第
三
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
作
成
し
た
地
域
活
性
化
計
画
を
添

え
て
、
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

申
請
者
は
、
前
項
の
申
請
を
す
る
に
当
た
っ
て
、
当
該
交
付
金
に
係
る
消

費
税
及
び
地
方
消
費
税
に
係
る
仕
入
控
除
税
額
（
交
付
対
象
経
費
に
含
ま
れ

る
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
相
当
額
の
う
ち
、
消
費
税
法
（
昭
和
六
十
三
年

法
律
第
百
八
号
）
の
規
定
に
よ
り
仕
入
れ
に
係
る
消
費
税
額
と
し
て
控
除
で



き
る
部
分
の
金
額
及
び
当
該
金
額
に
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二

百
二
十
六
号
）
の
規
定
に
よ
る
地
方
消
費
税
の
税
率
を
乗
じ
て
得
た
金
額
の

合
計
額
に
総
事
業
費
に
占
め
る
交
付
金
の
割
合
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
い
う
。

以
下
「
消
費
税
等
仕
入
控
除
税
額
」
と
い
う
。
）
を
減
額
し
て
交
付
の
申
請

を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
申
請
時
に
お
い
て
当
該
消
費
税
等
仕

入
控
除
税
額
が
明
ら
か
で
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
令
三
文
科
告
三
・
一
部
改
正
）

（
交
付
の
決
定
）

第
七
条

大
臣
は
、
前
条
第
一
項
の
申
請
書
の
提
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の

内
容
を
審
査
し
、
交
付
金
の
交
付
の
決
定
を
し
た
と
き
は
、
速
や
か
に
そ
の

決
定
の
内
容
及
び
こ
れ
に
付
し
た
条
件
を
記
載
し
た
交
付
金
交
付
決
定
通
知

書
に
よ
り
申
請
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
適
正

な
交
付
を
行
う
た
め
必
要
と
認
め
る
場
合
は
、
交
付
金
の
交
付
の
申
請
に
係

る
事
項
に
つ
き
修
正
を
加
え
て
決
定
し
、
こ
れ
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

２

前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
書
が
到
達
し
て
か
ら
、
当
該
申
請
に
係

る
前
項
の
規
定
に
よ
る
交
付
の
決
定
を
行
う
ま
で
に
通
常
要
す
べ
き
標
準
的

な
期
間
は
、
九
十
日
と
す
る
。

３

大
臣
は
、
前
条
第
二
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
る
交
付
の
申
請
が
な
さ
れ

た
も
の
に
つ
い
て
は
、
交
付
金
に
係
る
消
費
税
等
仕
入
控
除
税
額
に
つ
い
て
、

第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
交
付
す
べ
き
交
付
金
の
額
を
確
定
し
た
後

に
必
要
な
減
額
を
行
う
こ
と
と
し
、
そ
の
旨
の
条
件
を
付
し
て
交
付
の
決
定

を
行
う
も
の
と
す
る
。

４

大
臣
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
交
付
金
の
交
付
の
決
定
を
通
知
し
た
と

き
は
、
当
該
通
知
を
受
け
た
申
請
者
か
ら
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
提
出

さ
れ
た
地
域
活
性
化
計
画
の
全
部
又
は
一
部
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
そ

の
他
の
方
法
に
よ
り
公
表
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
交
付
の
条
件
）

第
八
条

大
臣
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
交
付
金
の
交
付
の
決
定
を
す

る
場
合
に
お
い
て
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
き
条
件
を
付
す
も
の
と
す
る
。

一

前
条
第
一
項
の
通
知
を
受
け
た
事
業
（
以
下
「
交
付
金
事
業
」
と
い

う
。
）
を
行
う
た
め
契
約
を
締
結
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
地
方
自
治
法

（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
三
十
四
条
に
よ
る
べ
き
こ

と
。

二

第
三
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
業
に
係
る
交
付
金
事
業
ご
と
の
交
付

対
象
経
費
の
各
費
目
又
は
各
費
目
の
内
訳
に
配
分
さ
れ
た
額
を
変
更
し
よ

う
と
す
る
と
き
（
交
付
対
象
経
費
の
各
費
目
又
は
各
費
目
の
内
訳
に
配
分

さ
れ
た
額
の
い
ず
れ
か
低
い
額
の
十
五
パ
ー
セ
ン
ト
以
内
の
範
囲
で
流
用

を
行
お
う
と
す
る
場
合
を
除
く
。
）
は
、
大
臣
の
承
認
を
受
け
る
べ
き
こ

と
。

三

交
付
金
事
業
の
内
容
の
変
更
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
様
式
第
三
に

よ
る
申
請
書
を
、
大
臣
に
提
出
し
、
承
認
を
受
け
る
べ
き
こ
と
。

四

交
付
金
事
業
を
中
止
し
、
又
は
廃
止
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
大
臣
の

承
認
を
受
け
る
べ
き
こ
と
。

五

交
付
金
事
業
が
予
定
の
期
間
内
に
完
了
し
な
い
場
合
又
は
交
付
金
事
業

の
遂
行
が
困
難
と
な
っ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
様
式
第
四
に
よ
る
報
告
書

を
、
速
や
か
に
大
臣
に
提
出
し
て
そ
の
指
示
を
受
け
る
べ
き
こ
と
。

（
令
三
文
科
告
三
・
一
部
改
正
）

（
申
請
の
取
下
げ
）

第
九
条

第
七
条
第
一
項
の
通
知
を
受
け
た
者
（
以
下
「
交
付
金
事
業
者
」
と



い
う
。
）
で
あ
っ
て
、
当
該
通
知
書
に
係
る
交
付
金
の
交
付
の
決
定
の
内
容

又
は
こ
れ
に
付
さ
れ
た
条
件
に
不
服
が
あ
る
者
は
、
交
付
金
の
交
付
の
申
請

を
取
り
下
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
申
請
の
取
下
げ
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
第
七
条
第

一
項
の
通
知
が
あ
っ
た
日
か
ら
十
五
日
以
内
に
、
様
式
第
五
に
よ
る
届
出
書

を
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
令
三
文
科
告
三
・
一
部
改
正
）

（
状
況
報
告
）

第
十
条

交
付
金
事
業
者
は
、
大
臣
が
特
に
必
要
と
認
め
て
要
求
し
た
と
き
は
、

様
式
第
六
に
よ
る
交
付
金
事
業
実
施
状
況
報
告
書
を
大
臣
が
要
求
す
る
期
日

ま
で
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
実
績
報
告
等
）

第
十
一
条

交
付
金
事
業
者
は
、
交
付
金
事
業
が
完
了
し
た
日
若
し
く
は
第
八

条
第
四
号
の
規
定
に
よ
る
交
付
金
事
業
の
廃
止
の
承
認
が
あ
っ
た
日
か
ら
一

月
を
経
過
し
た
日
又
は
交
付
金
事
業
が
完
了
し
た
日
若
し
く
は
同
号
の
規
定

に
よ
る
交
付
金
事
業
の
廃
止
の
承
認
が
あ
っ
た
日
の
属
す
る
会
計
年
度
の
翌

会
計
年
度
の
四
月
十
日
の
い
ず
れ
か
早
い
日
（
交
付
金
事
業
が
完
了
せ
ず
に

会
計
年
度
が
終
了
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
翌
会
計
年
度
の
四
月
三
十
日
）

ま
で
に
、
様
式
第
七
に
よ
る
実
績
報
告
書
を
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
た
だ
し
、
概
算
払
に
よ
り
、
交
付
決
定
の
通
知
を
し
た
交
付
金
の
額

の
全
額
を
支
出
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
実
績
報
告
書
の
提
出
期
限
は
、
当

該
交
付
金
事
業
の
完
了
又
は
廃
止
の
承
認
の
日
か
ら
六
十
日
を
経
過
す
る
日

ま
で
と
す
る
。

２

交
付
金
事
業
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
実
績
報
告
を
行
う
に
当
た
っ
て
、

交
付
金
に
係
る
消
費
税
等
仕
入
控
除
税
額
が
明
ら
か
な
場
合
に
は
、
当
該
消

費
税
等
仕
入
控
除
税
額
を
減
額
し
て
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

交
付
金
事
業
者
は
、
第
一
項
の
実
績
報
告
書
の
ほ
か
に
、
交
付
金
事
業
が

完
了
し
た
日
又
は
第
八
条
第
四
号
の
規
定
に
よ
る
交
付
金
事
業
の
廃
止
の
承

認
が
あ
っ
た
日
か
ら
三
月
を
経
過
し
た
日
ま
で
に
、
当
該
事
業
を
行
っ
た
所

在
市
町
村
等
が
自
ら
行
っ
た
当
該
事
業
の
成
果
の
評
価
を
記
載
し
た
様
式
第

八
に
よ
る
評
価
報
告
書
を
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、

大
臣
が
特
に
必
要
と
認
め
て
そ
の
期
日
を
繰
り
下
げ
た
と
き
は
、
こ
の
限
り

で
な
い
。

４

交
付
金
事
業
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
大
臣
に
評
価
報
告
書
を
提
出
し

た
と
き
は
、
当
該
評
価
報
告
書
の
全
部
又
は
一
部
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利

用
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
公
表
す
る
も
の
と
す
る
。

５

大
臣
は
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
評
価
報
告
書
の
提
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、

当
該
評
価
報
告
書
の
全
部
又
は
一
部
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
そ
の
他
の

方
法
に
よ
り
公
表
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
平
三
一
文
科
告
六
五
・
令
三
文
科
告
三
・
一
部
改
正
）

（
交
付
金
の
額
の
確
定
）

第
十
二
条

大
臣
は
、
交
付
金
事
業
者
か
ら
交
付
金
事
業
の
完
了
又
は
廃
止
に

係
る
前
条
第
一
項
の
実
績
報
告
書
の
提
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
実
績
報
告
書

等
の
書
類
の
審
査
及
び
必
要
に
応
じ
て
行
う
現
地
調
査
等
に
よ
り
、
そ
の
報

告
に
係
る
交
付
金
事
業
の
成
果
が
第
七
条
第
一
項
の
交
付
金
の
交
付
の
決
定

の
内
容
及
び
第
八
条
の
規
定
に
よ
り
付
さ
れ
た
条
件
に
適
合
す
る
も
の
で
あ

る
か
ど
う
か
を
調
査
し
、
適
合
す
る
と
認
め
た
と
き
は
、
交
付
す
べ
き
交
付

金
の
額
を
確
定
し
、
当
該
交
付
金
事
業
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

２

大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
交
付
金
事
業
者
に
交
付
す
べ
き
交
付
金
の



額
を
確
定
し
た
場
合
に
お
い
て
、
既
に
そ
の
額
を
超
え
る
交
付
金
が
交
付
さ

れ
て
い
る
と
き
は
、
期
限
を
定
め
て
、
そ
の
超
え
る
部
分
の
交
付
金
の
返
還

を
命
ず
る
も
の
と
す
る
。

３

前
項
の
期
限
は
、
同
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
の
日
か
ら
二
十
日
以
内
と
す

る
。
た
だ
し
、
交
付
金
事
業
者
が
地
方
公
共
団
体
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、

同
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
を
受
け
て
行
う
交
付
金
の
返
還
の
た
め
の
予
算
措

置
に
つ
き
議
会
の
議
決
が
必
要
で
あ
り
、
か
つ
、
当
該
期
限
ま
で
に
当
該
交

付
金
の
返
還
を
す
る
こ
と
が
著
し
く
困
難
と
見
込
ま
れ
る
と
き
は
、
同
項
の

規
定
に
よ
る
命
令
の
日
か
ら
九
十
日
以
内
で
同
項
の
期
限
を
定
め
る
こ
と
が

で
き
る
。

４

交
付
金
事
業
者
は
、
第
二
項
の
返
還
を
命
ぜ
ら
れ
、
こ
れ
を
同
項
の
期
限

ま
で
に
納
付
し
な
か
っ
た
と
き
は
、
補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正

化
に
関
す
る
法
律
第
十
九
条
第
二
項
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
当
該
期
限
の

翌
日
か
ら
納
付
の
日
ま
で
の
日
数
に
応
じ
、
そ
の
未
納
付
額
に
つ
き
年
十
・

九
五
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
で
計
算
し
た
延
滞
金
を
国
に
納
付
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

５

大
臣
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
交
付
金
の
額
を
確
定
し
た
と
き
は
、
交

付
金
事
業
ご
と
に
次
の
各
号
に
掲
げ
る
当
該
交
付
金
に
関
す
る
事
項
を
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
公
表
す
る
も
の
と
す
る
。

一

交
付
金
事
業
の
名
称

二

交
付
金
事
業
の
実
施
場
所

三

交
付
金
事
業
の
概
要

四

交
付
金
事
業
に
要
し
た
費
用
及
び
交
付
金
の
額

（
平
二
四
文
科
告
一
四
四
・
令
三
文
科
告
三
・
一
部
改
正
）

（
交
付
金
の
支
払
）

第
十
三
条

交
付
金
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
交
付
す
べ
き
交
付
金
の

額
を
確
定
し
た
後
に
支
払
う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
大
臣
が
必
要
と
認
め

る
場
合
に
は
、
交
付
金
の
全
部
又
は
一
部
に
つ
い
て
概
算
払
を
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

２

交
付
金
事
業
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
交
付
金
の
支
払
を
受
け
よ
う
と

す
る
と
き
は
、
様
式
第
九
に
よ
る
交
付
金
支
払
請
求
書
を
大
臣
に
提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
令
三
文
科
告
三
・
一
部
改
正
）

（
消
費
税
等
仕
入
控
除
税
額
の
確
定
に
伴
う
交
付
金
の
返
還
）

第
十
四
条

交
付
金
事
業
者
は
、
交
付
金
の
額
の
確
定
後
に
、
消
費
税
及
び
地

方
消
費
税
の
申
告
に
よ
り
交
付
金
に
係
る
消
費
税
等
仕
入
控
除
税
額
が
確
定

し
た
場
合
に
は
、
様
式
第
十
に
よ
り
速
や
か
に
大
臣
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

２

大
臣
は
、
前
項
の
報
告
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
期
限
を
定
め
て
、
当
該
消

費
税
等
仕
入
控
除
税
額
の
全
部
又
は
一
部
の
返
還
を
命
ず
る
も
の
と
す
る
。

３

第
十
二
条
第
四
項
の
規
定
は
、
前
項
の
返
還
の
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

（
平
二
四
文
科
告
一
四
四
・
令
三
文
科
告
三
・
一
部
改
正
）

（
交
付
決
定
の
取
消
し
）

第
十
五
条

大
臣
は
、
第
八
条
第
四
号
の
規
定
に
よ
る
申
請
が
あ
っ
た
場
合
又

は
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
第
七
条
第
一
項
の
決
定
の

全
部
又
は
一
部
を
取
り
消
し
、
又
は
交
付
の
決
定
の
内
容
若
し
く
は
こ
れ
に

付
し
た
条
件
を
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一

交
付
金
事
業
者
が
第
八
条
の
規
定
に
よ
り
付
さ
れ
た
条
件
に
違
反
し
た

場
合



二

交
付
金
事
業
者
が
交
付
金
を
交
付
金
事
業
以
外
の
用
途
に
使
用
し
た
場

合
三

交
付
金
事
業
者
が
第
十
条
、
第
十
一
条
及
び
次
条
の
規
定
に
違
反
し
た

場
合

四

前
三
号
に
掲
げ
る
場
合
の
ほ
か
、
交
付
金
事
業
者
が
交
付
金
の
交
付
の

決
定
の
内
容
そ
の
他
法
令
又
は
こ
れ
に
基
づ
く
大
臣
の
処
分
に
違
反
し
た

場
合

（
財
産
処
分
の
制
限
）

第
十
六
条

交
付
金
事
業
者
は
、
交
付
金
事
業
に
よ
り
取
得
し
、
又
は
効
用
の

増
加
し
た
財
産
に
つ
い
て
は
、
交
付
金
事
業
の
完
了
後
に
お
い
て
も
、
善
良

な
管
理
者
の
注
意
を
も
っ
て
管
理
し
、
交
付
金
事
業
の
交
付
の
目
的
に
従
っ

て
、
そ
の
効
率
的
な
運
用
を
図
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

交
付
金
事
業
者
は
、
交
付
金
事
業
に
よ
り
取
得
し
た
不
動
産
、
設
備
そ
の

他
の
財
産
（
取
得
価
格
及
び
効
用
の
増
加
価
格
の
単
価
が
五
十
万
円
未
満
の

も
の
を
除
く
。
）
を
交
付
金
の
交
付
の
目
的
に
反
し
て
使
用
し
、
譲
り
渡
し
、

交
換
し
、
貸
し
付
け
又
は
担
保
に
供
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
様
式
第
十
一

に
よ
る
申
請
書
を
大
臣
に
提
出
し
、
そ
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

た
だ
し
、
大
臣
が
別
に
定
め
る
財
産
の
処
分
制
限
期
間
を
経
過
し
た
場
合
は
、

こ
の
限
り
で
な
い
。

（
令
三
文
科
告
三
・
一
部
改
正
）

（
交
付
金
事
業
の
経
理
）

第
十
七
条

交
付
金
事
業
者
は
、
交
付
金
事
業
の
経
理
に
つ
い
て
交
付
金
事
業

以
外
の
経
理
と
明
確
に
区
分
し
、
そ
の
収
支
の
状
況
を
会
計
帳
簿
に
よ
っ
て

明
ら
か
に
し
て
お
く
と
と
も
に
、
そ
の
会
計
帳
簿
及
び
収
支
に
関
す
る
証
拠

書
類
を
交
付
金
事
業
が
完
了
し
た
日
の
属
す
る
会
計
年
度
の
終
了
後
五
年
間

保
存
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
交
付
金
調
書
）

第
十
八
条

交
付
金
事
業
者
は
、
当
該
交
付
金
事
業
に
係
る
支
出
の
予
算
書
及

び
決
算
書
に
お
け
る
計
上
科
目
及
び
科
目
別
計
上
金
額
を
明
ら
か
に
す
る
た

め
様
式
第
十
二
に
よ
る
交
付
金
調
書
を
作
成
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
年
七
月
三
十
一
日
か
ら
実
施
す
る
。

附

則

（
平
成
二
一
年
二
月
一
三
日
文
部
科
学
省
告
示
第
一
八
号
）

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
一
年
二
月
十
三
日
か
ら
実
施
す
る
。

附

則

（
平
成
二
四
年
九
月
一
四
日
文
部
科
学
省
告
示
第
一
四
四
号
）

抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
告
示
は
、
原
子
力
規
制
委
員
会
設
置
法
（
平
成
二
十
四
年
法
律

第
四
十
七
号
）
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
四
年
九
月
十
九
日
）
か
ら
施
行
す

る
。

附

則

（
平
成
二
五
年
三
月
二
九
日
文
部
科
学
省
告
示
第
五
八
号
）

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則

（
平
成
二
七
年
三
月
三
一
日
文
部
科
学
省
告
示
第
八
四
号
）

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。



附

則

（
平
成
三
一
年
三
月
二
九
日
文
部
科
学
省
告
示
第
六
五
号
）

こ
の
規
則
は
、
平
成
三
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則

（
令
和
元
年
七
月
一
日
文
部
科
学
省
告
示
第
一
八
号
）
抄

（
施
行
期
日
等
）

１

こ
の
告
示
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

３

こ
の
告
示
の
施
行
の
際
、
現
に
存
す
る
改
正
前
の
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、

当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附

則

（
令
和
三
年
一
月
二
一
日
文
部
科
学
省
告
示
第
三
号
）

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
告
示
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

こ
の
告
示
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
告
示
に
よ
る
修
正
前
の
様
式

（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書

類
は
、
こ
の
告
示
に
よ
る
改
正
後
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

３

こ
の
告
示
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、

当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。



別
表
第
一
（
第
二
条
関
係
）

高
速
増
殖
炉
研
究
開
発
施
設

当
該
施
設
の
出
力
を
キ
ロ
ワ
ッ
ト
を
単
位

と
し
て
表
し
た
数

原
子
力
発
電
施
設
（
機
構
が

当
該
施
設
の
予
定
建
設
費
を
三
十
六
万
二

設
置
す
る
高
速
増
殖
炉
の
原

千
円
で
除
し
て
得
た
数

型
炉
に
限
る
。
）

高
速
増
殖
炉
の
実
験
炉

次
に
掲
げ
る
数
の
合
計

一

当
該
施
設
（
昭
和
五
十
七
年
度
又
は

平
成
九
年
度
に
設
置
の
工
事
が
開
始
さ

れ
た
部
分
を
除
く
。
）
の
予
定
建
設
費

を
十
万
円
で
除
し
て
得
た
数

二

昭
和
五
十
七
年
度
に
お
い
て
設
置
の

工
事
が
開
始
さ
れ
た
部
分
に
係
る
予
定

建
設
費
を
二
十
三
万
円
で
除
し
て
得
た

数三

平
成
九
年
度
に
お
い
て
設
置
の
工
事

が
開
始
さ
れ
た
部
分
に
係
る
予
定
建
設

費
を
三
十
八
万
円
で
除
し
て
得
た
数

別
表
第
二
（
第
四
条
関
係
）

高
速
増
殖
炉
研
究
開
発
施
設

交
付
限
度
額

原
子
力
発
電
施
設
（
機
構
が
設
置
す
る
高
速
増

二
十
億
円

殖
炉
の
原
型
炉
に
限
る
。
）

高
速
増
殖
炉
の
実
験
炉

十
七
億
五
千
万
円

別
表
第
三
（
第
四
条
関
係
）

隣
接
市
町
村

交
付
限
度
額

二
以
上
の
市
町
村
に
ま
た
が
っ
て
所
在

次
の
算
式
に
よ
り
得
ら
れ
た
額

す
る
事
業
所
を
そ
の
区
域
内
に
含
む
市

Ａ
×

（１

＼ａ

）

町
村

高
速
増
殖
炉
研
究
開
発
施
設
の
設
置
及

次
の
算
式
に
よ
り
得
ら
れ
た
額

び
運
転
の
た
め
に
必
要
な
人
員
の
移
動

Ａ
×
ｂ

又
は
物
資
の
輸
送
の
た
め
に
必
ず
通
行

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
道
路
の
区
間
を

そ
の
区
域
内
に
含
む
市
町
村

（
備
考
）



一

Ａ
は
、
当
該
隣
接
市
町
村
に
隣
接
す
る
所
在
市
町
村
に
対
し
て
交
付
す

る
こ
と
の
で
き
る
交
付
金
の
交
付
限
度
額

二

ａ
は
、
事
業
所
の
う
ち
所
在
市
町
村
に
係
る
部
分
の
面
積
数
（
平
方
メ

ー
ト
ル
で
表
し
た
面
積
の
値
（
小
数
点
以
下
の
端
数
は
、
こ
れ
を
四
捨
五

入
す
る
。
）
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
一
．
五
を
乗
じ
て
得
た
数
を
事

業
所
の
う
ち
当
該
隣
接
市
町
村
に
係
る
部
分
の
面
積
数
で
除
し
て
得
た
数

（
小
数
点
以
下
の
端
数
は
、
こ
れ
を
四
捨
五
入
す
る
。
た
だ
し
、
事
業
所

の
合
併
に
よ
り
、
事
業
所
の
面
積
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、

合
併
前
の
当
該
高
速
増
殖
炉
研
究
開
発
施
設
に
係
る
事
業
所
の
面
積
数
を

用
い
て
算
出
し
た
数
と
す
る
。
）

三

ｂ
は
、
百
分
の
七
十
五



様式第１（第６条関係）（令元文科告１８・令３文科告３・一部改正）

高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金交付申請書

年 月 日

殿

住 所

地方公共団体の名称及びその長の氏名

高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金交付規則第６条第１項の規定により、上記交付金

の交付につき、別紙のとおり申請します。

（注）用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。

別 紙

１．交付金事業名

２．交付金事業の事業主体

３．交付金事業に要する経費（明細は別表のとおり）

４．交付対象経費

５．交付を受けようとする額

６．交付金事業の開始及び完了予定日

（備考）（１）仕入控除税額を減額して申請する場合は、次の算式を明記すること。

「交付金所要額－消費税等仕入控除税額＝交付金額」

（２）用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。



別 表

Ⅰ．総括表

（単位：円）

収 入 支 出

自 己 資 金 交付金事業に要する経費

起 債 又 は 借 入 金 （うち交付対象経費）

他 の 国 庫 補 助 金

そ の 他

交 付 金

合 計 合 計

（備考）基金処分額等その他交付金以外の収入は「その他」に記載すること。

Ⅱ．個表

１～ｎ．事業名

（単位：円）

収 入 支 出

自 己 資 金 １ 事業費

起 債 又 は 借 入 金 イ 工事費

他 の 国 庫 補 助 金 ロ 用地費及び補償費

そ の 他 ハ 調査設計費

交 付 金 ニ 設備備品費

ホ 試験研究費

へ 事業運営費

ト 附帯雑費

２ 補助金

３ 基金造成費

４ 一般事務費

合 計 合 計

（備考）（１）個別事業ごとに作成すること。

（２）基金処分額等その他交付金以外の収入は「その他」に記載すること。

（３）該当すべき費目がないときは、記載を省略することができる。



Ⅲ．支出内訳等

１．事業名

イ 事業費

（１）工事費
（単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。
（２）用地費及び補償費

（単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。
（３）調査設計費

（単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。
（４）設備備品費

（単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。
（５）試験研究費

（単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。
（６）事業運営費

（単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。



（７）附帯雑費
（単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。
ロ 補助金

（１）補助対象先名

（２）補助対象事業費の内訳
（単位：円）

種 別 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）（１）イの費目に準じて記載すること。
（２）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。

ハ 基金造成費
基金名

（単位：円）

種 別 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）（１）基金ごとに記載すること。

（２）基金を造成する場合にあっては、基金に関し必要な事項を定めた条例、規則その

他の規定を添付すること。

（３）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。

二 一般事務費
（単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。



様式第２（第６条関係）（令元文科告１８・一部改正）

高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金事業計画書

Ⅰ．総 括 表

（単位：円）

交付金 開始･完了 事業に要す 交付金
番号 事 業 内 容 事業主体 事業実施場所

事業名 予定日 る経費 充当額

Ⅱ．個別計画表

（単位：円）

番号 交 付 金 事 業 名 事業主体名

事業実施場所 開始・完了予定日

交付金事業に要する経費 交付金充当額

事業の概要

事 業 目 的

（現状及び必要

性を含む）

事 業 内 容

期待される効果

その他

（備考）（１）個別事業ごとに作成すること。

（２）番号欄には、総括表における番号欄に対応した数を記載すること。

（３）期待される効果の欄には、出来る限り数値を用いて記載すること。

添付資料

① 交付金事業の実施場所の付近見取図

② 施設等の配置図、平面図等

③ 事業費等の積算の根拠（設計積算書、見積、カタログ等）

④ 施設等の運営計画が確認できるもの

⑤ 事業を行うことが必要な理由、現状と問題点、期待される効果が確認できるもの

⑥ 基金造成にあっては、全体計画が確認できるもの

⑦ その他、交付金事業の内容等を確認するために必要な資料（補助金交付要綱、基金条例等）

⑧ 間接補助事業を実施する場合にあたっては、事業の内容等を確認するために必要な資料

（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とし、横位置とすること。



様式第３（第８条関係）（令元文科告１８・令３文科告３・一部改正）

高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金事業の変更承認申請書

年 月 日

殿

住 所

地方公共団体の名称及びその長の氏名

年 月 日付け第 号をもって交付決定のあった高速増殖炉サイクル技術研究開発推

進交付金事業について、別紙のとおり変更したいので、高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交

付金交付規則第８条第３号の規定により承認されるよう申請します。

（注）用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。

別 紙

高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金交付事業（変更）

１．交付金事業名

２．交付金事業の事業主体

３．交付金事業に要する経費（明細は別表のとおり） （変更前）

（変更後）

４．交付対象経費 （変更前）

（変更後）

５．交付を受けようとする額 （変更前）

（変更後）

６．交付金事業の開始及び完了予定日 （変更前）

（変更後）

７．変更を必要とする理由

（備考）（１）仕入控除税額を減額して申請する場合は、次の算式を明記すること。

「交付金所要額－消費税等仕入控除税額＝交付金額」

（２） 金額の変更がある場合は、変更後の金額について算出根拠等の変更後の金額が

適正であることを証する資料を添付すること。

（３）用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。



別 表

Ⅰ．総括表
（変更前） （単位：円）

収 入 支 出

自 己 資 金 交付金事業に要する経費

起 債 又 は 借 入 金 （うち交付対象経費）

他 の 国 庫 補 助 金

そ の 他

交 付 金

合 計 合 計

（変更後） （単位：円）

収 入 支 出

自 己 資 金 交付金事業に要する経費

起 債 又 は 借 入 金 （うち交付対象経費）

他 の 国 庫 補 助 金

そ の 他

交 付 金

合 計 合 計

（備考）基金処分額等その他交付金以外の収入は「その他」に記載すること。

Ⅱ．個表
１～ｎ．事業名
（変更前） （単位：円）

収 入 支 出

自 己 資 金 １ 事業費

起 債 又 は 借 入 金 イ 工事費

他 の 国 庫 補 助 金 ロ 用地費及び補償費

そ の 他 ハ 調査設計費

交 付 金 ニ 設備備品費

ホ 試験研究費

へ 事業運営費

ト 附帯雑費

２ 補助金

３ 基金造成費

４ 一般事務費

合 計 合 計



（変更後） （単位：円）

収 入 支 出

自 己 資 金 １ 事業費

起 債 又 は 借 入 金 イ 工事費

他 の 国 庫 補 助 金 ロ 用地費及び補償費

そ の 他 ハ 調査設計費

交 付 金 ニ 設備備品費

ホ 試験研究費

へ 事業運営費

ト 附帯雑費

２ 補助金

３ 基金造成費

４ 一般事務費

合 計 合 計

（備考）（１）個別事業ごとに作成すること。

（２）基金処分額等その他交付金以外の収入は「その他」に記載すること。

（３）該当すべき費目がないときは、記載を省略することができる。

Ⅲ．支出内訳等

１．事業名

イ 事業費

（１）工事費
（変更前） （単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（変更後） （単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。

（２）用地費及び補償費
（変更前） （単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計



（変更後） （単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。
（３）調査設計費

（変更前） （単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（変更後） （単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。
（４）設備備品費

（変更前） （単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（変更後） （単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。
（５）試験研究費

（変更前） （単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（変更後） （単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。



（６）事業運営費
（変更前） （単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（変更後） （単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。
（７）附帯雑費

（変更前） （単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（変更後） （単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。

ロ 補助金

（１）補助対象先名 （変更前）

（変更後）

（２）補助対象事業費の内訳
（変更前） （単位：円）

種 別 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（変更後） （単位：円）

種 別 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）（１）イの費目に準じて記載すること。
（２）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。



ハ 基金造成費
基金名

（変更前） （単位：円）

種 別 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（変更後） （単位：円）

種 別 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）（１）基金ごとに記載すること。

（２）基金を造成する場合にあっては、基金に関し必要な事項を定めた条例、規則その

他の規定を添付すること。

（３）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。

ニ 一般事務費
（変更前） （単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（変更後） （単位：円）

種 別 仕 様 数 量 単 価 金 額 交付金充当額 備 考

交付対象経費

そ の 他

合 計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。



様式第４（第８条関係）（令元文科告１８・令３文科告３・一部改正）

高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金事業の遅延等報告書

年 月 日

殿

住 所

地方公共団体の名称及びその長の氏名

年 月 日付け第 号をもって交付の決定の通知を受けた高速増殖炉サイクル技術研

究開発推進交付金事業の遅延等の状況について、高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金交

付規則第８条第５号の規定により別紙のとおり報告します。

（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とし、横位置とすること。

別紙１

１．交付金事業名

２．交付金事業の事業主体

３．交付金事業の実施期間 （変更前）

（変更後）

４．遅延等の理由

５．交付金事業の交付状況（別紙２）

６．工程表（変更前と変更後の工程の差異が判断できるよう、色・線種等で区別して記載するこ

と）

（備考）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とし、横位置とすること。

別紙２

交付金事業の交付状況 （単位：円）

交付金事業に要する経費 交付対象事業費 交付金の額

費目 本年度 翌年度 本年度 翌年度 本年度 本年度 翌年度

繰越 計 繰越 計 受領 繰越 計

予定額 予定額 予定額 予定額 受領済額 予定額 予定額

計

（備考）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とし、横位置とすること。



様式第５（第９条関係）（令元文科告１８・令３文科告３・一部改正）

高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金交付申請取下届出書

年 月 日

殿

住 所

地方公共団体の名称及びその長の氏名

年 月 日付け第 号をもって交付の決定の通知を受けた高速増殖炉サイクル技術研

究開発推進交付金の交付の申請を、別紙の理由により取り下げたいので、高速増殖炉サイクル技

術研究開発推進交付金交付規則第９条第２項の規定により届け出ます。

（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とし、横位置とすること。

別紙

１．交付金事業名

２．交付金事業の事業主体

３．交付金事業の交付の申請を取り下げる理由

（備考） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とし、横位置とすること。



様式第６（第１０条関係）（令元文科告１８・令３文科告３・一部改正）

高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金事業実施状況報告書

年 月 日

殿

住 所

地方公共団体の名称及びその長の氏名

年 月 日付け第 号をもって交付の決定の通知を受けた高速増殖炉サイクル技術研

究開発推進交付金事業に関し、高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金交付規則第１０条の

規定により別紙のとおり報告します。

（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とし、横位置とすること。

別紙

（単位：円）

交付金 交付金事業に要する経費 支払済額 支払見込額 摘 要

事業名 ① ② ①－②

（備考）（１）摘要の欄には、実施した具体的事業内容や工事進捗率等を記載すること。

（２）二つ以上の事業がある場合は、必要に応じ欄を設けること。

（３）交付金事業に要する経費に変更があった場合は、変更後の金額を記載すること。

（４）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とし、横位置とすること。



様式第７（第１１条関係）（令元文科告１８・令３文科告３・一部改正）

高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金事業実績報告書

年 月 日

殿

住 所

地方公共団体の名称及びその長の氏名

年 月 日付け第 号をもって交付の決定の通知を受けた高速増殖炉サイクル技術研

は 年 月 日をもって完了(終了、廃止)しましたので
究開発推進交付金事業 高速増

の 年度における実績について

殖炉サイクル技術研究開発推進交付金交付規則第１１条第１項の規定により別紙のとおり報告し

ます。

（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とし、横位置とすること。

別紙

１．交付金事業名及びその内容

２．交付事業の開始及び完了月日

３．交付金事業収支状況（明細は別表のとおり）

４．添付書類

①補助金交付要綱、基金条例等の事業の概要が確認できる資料（申請書に添付している場合

は除く。）

②その他、交付金事業の内容等を確認するために必要な資料

（備考）（１）仕入控除税額を減額して報告する場合は、次の算式を明記すること。

「交付金所要額－消費税等仕入控除税額＝交付金額」

（２）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とし、横位置とすること。



別表

Ⅰ．総括表
（単位：円）

収 入 支 出

自 己 資 金 交付金事業に要する経費

起 債 又 は 借 入 金 （うち交付対象経費）

他 の 国 庫 補 助 金

そ の 他

交 付 金

合 計 合 計

（備考）基金処分額等その他交付金以外の収入は「その他」に記載すること。

Ⅱ．個表
１～ｎ．事業名

（単位：円）

交付決定 実 績 差 額

交付金 交付金 交付金

項 目 事業に 交付対 交付金 事業に 交付対 交付金 事業に 交付対 交付金

要する 象経費 額 要する 象経費 額 要する 象経費 額

経費 経費 経費

１ 事業費

イ 工事費

ロ 用地費及び

支 補償費

ハ 調査設計費

ニ 設備備品費

ホ 試験研究費

へ 事業運営費

ト 附帯雑費

出 ２ 補助金

３ 基金造成費

４ 一般事務費

小 計

その他

合 計

自己資金

収 起債又は借入金

他の国庫補助金

その他

入 小 計

交付金

合 計



（備考）（１）個別事業ごとに作成すること。

（２）基金処分額等その他交付金以外の収入は「その他」に記載すること。

（３）変更交付決定を受けた場合は、交付決定欄の各項目に変更交付決定された際の該

当する金額を記載すること。

（４）該当すべき費目がないときは、記載を省略することができる。

Ⅲ．経費別内訳書

１．事業名

イ 事業費

（１）工事費

（単位：円）

実績契約 完了 支払 交付金

種別 仕様 数量 単価 契約者 支払 支払 年月日 年月日 充当額 備考
年月日 計済額 義務額 (予定日)

計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。
（２）用地費及び補償費

（単位：円）

実績契約 完了 支払 交付金

種別 仕様 数量 単価 契約者 支払 支払 年月日 年月日 充当額 備考
年月日 計済額 義務額 (予定日)

計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。

（３）調査設計費

（単位：円）

実績契約 完了 支払 交付金

種別 仕様 数量 単価 契約者 支払 支払 年月日 年月日 充当額 備考
年月日 計済額 義務額 (予定日)

計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。

（４）設備備品費
（単位：円）

実績契約 完了 支払 交付金

種別 仕様 数量 単価 契約者 支払 支払 年月日 年月日 充当額 備考
年月日 計済額 義務額 (予定日)

計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。



（５）試験研究費
（単位：円）

実績契約 完了 支払 交付金

種別 仕様 数量 単価 契約者 支払 支払 年月日 年月日 充当額 備考
年月日 計済額 義務額 (予定日)

計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。

（６）事業運営費
（単位：円）

実績契約 完了 支払 交付金

種別 仕様 数量 単価 契約者 支払 支払 年月日 年月日 充当額 備考
年月日 計済額 義務額 (予定日)

計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。

（７）附帯雑費
（単位：円）

実績契約 完了 支払 交付金

種別 仕様 数量 単価 契約者 支払 支払 年月日 年月日 充当額 備考
年月日 計済額 義務額 (予定日)

計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。

ロ 補助金
（１）補助対象先名

（２）補助対象事業費の内訳
（単位：円）

実績契約 引取 支払 交付金

種別 支払 年月日 備考
年月日 支払済額 計 年月日 充当額

義務額 （予定日）

計

（備考）（１）イの費目に準じて記載すること。
（２）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。



ハ 基金造成費
基金名

（単位：円）

種 別 決算額 交付金充当額 基金造成年月日 備 考

交付対象経費

その他

合 計

（備考）（１）基金ごとに記載すること。

（２）該当すべき費目がないときは、記載を省略することができる。

ニ 一般事務費
（単位：円）

実績契約 完了 支払 交付金

種別 仕様 数量 単価 契約者 支払 支払 年月日 年月日 充当額 備考
年月日 計済額 義務額 (予定日)

計

（備考）該当すべき費目の内訳がないときは、記載を省略することができる。

Ⅳ．財産一覧表

高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金交付規則第１６条の財産は、次のとおりである。

（単位：円）

財産の 契 約 取 得 使用開始 交付金 保管・ 耐 用
仕様 数量 単価 金額 (予定)年 備考

名称 年月日 年月日 月日 充当額 設置場所 年 数

計

（備考）（１）耐用年数の欄には、交付規則第１６条第２項の大臣が別に定める財産の処分制限

期間を記載すること。

（２）取得年月日は、検収年月日を記載すること。

（注）用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。



様式第８（第１１条関係）（令元文科告１８・令３文科告３・一部改正）

高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金事業評価報告書

年 月 日

殿

住 所

地方公共団体の名称及びその長の氏名

年 月 日付け第 号をもって交付の決定の通知を受けた高速増殖炉サイクル技術研

究開発推進交付金事業の成果の評価について、高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金交付

規則第１１条第３項の規定により別紙のとおり報告します。

（注）（１）別紙は次の事業評価総括表及び事業評価個表の様式によること。

（２）用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。



別紙

Ⅰ．事業評価総括表
（単位：円）

交付金 事業に要した
番号 事業内容 事業主体 交付金充当額 備 考

事業名 経費

（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

Ⅱ．事業評価個表
（単位：円）

番号 交付金事業名 事業主体名

事業実施場所

事業の概要

事業に要した経費 交付金充当額

事業の成果及び評価

事業の実施に伴い締結された売買、貸借、請負その他の契約

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

成果及び評価に係る第

三者機関の活用の有無

本事業に来年度以降も

交付金を充当させる場

合の本事業に係る基本

的な考え方

事業の成果の再評価を

行う場合予定年度

（備考）（１）個別事業ごとに作成すること。

（２）番号欄には、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記載すること。

（３）交付金事業の成果及び評価の欄には、進捗度、利用量並びに効果等を出来る限り

数値を用いて記載すること。

（４）契約の方法の欄には、一般競争入札、指名競争入札、随意契約の別を記載するこ

と。

（５）成果及び評価に係る第三者機関の活用の有無の欄については、第三者機関を活用

した場合にあっては、第三者機関の名称及び構成員等を記載すること。

（６）本事業に来年度以降も交付金を充当する場合の本事業に係る基本的な考え方の欄

については、来年度以降の本事業の事業の見通し等について記載すること。



様式第９（第１３条関係）（令元文科告１８・令３文科告３・一部改正）

高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金支払請求書

年 月 日

殿

住 所

地方公共団体の名称及びその長の氏名

年 月 日付け第 号をもって交付の決定の通知を受けた高速増殖炉サイクル技術研

究開発推進交付金の精算払（第 回概算払）を受けたいので、高速増殖炉サイクル技術研究開発

推進交付金交付規則第１３条第２項の規定により別紙のとおり請求します。

（注）用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。



別紙

１．交付金事業名

２．金 円也

３．その請求額の内訳

４．概算払を必要とする理由（概算払の請求をするときに限る。）

（精算払の場合）

（単位：円）

確 定 額 概算払受領額 差引請求額
交付決定額

① ② ①－②

（概算払の場合）

（単位：円）

交付金事業に要する経費 交付金の額

費 目 交付金事業に
支払済額 支出見込額 交付金額 受領済額 受領見込額

要する経費

１ 事 業 費

イ 工事費

ロ 用地費及び

補償費

ハ 調査設計費

ニ 設備備品費

ホ 試験研究費

へ 事業運営費

ト 附帯雑費

２ 補助金

３ 基金造成費

４ 一般事務費

合 計

（備考）（１）該当すべき費目がないときは、記載を省略することができる。

（２）変更交付決定を受けた場合は、交付金事業に要する経費の欄及び交付金額の欄に、

変更交付決定された際の該当する金額を記載すること。

（３）用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。



様式第１０（第１４条関係）（令元文科告１８・令３文科告３・一部改正）

高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金に係る消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書

年 月 日

殿

住 所

地方公共団体の名称及びその長の氏名

年 月 日付け第 号をもって交付金の額の確定通知のありました上記交付金につい

て、高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金交付規則第１４条第１項の規定により別紙のと

おり報告します。

（注）用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。

別紙

１．交付金事業名

２．交付金額（交付規則第１２条第１項による額の確定額） 円

３．交付金の確定時における消費税等仕入控除税額 円

４．消費税額及び地方消費税額の確定に伴う交付金に係る消費税

等仕入控除税額 円

５．交付金返還相当額（４．－３．） 円

（備考）（１）別紙として積算の内訳を添付すること。

（２）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とし、横位置とすること。



様式第１１（第１６条関係）（令元文科告１８・令３文科告３・一部改正）

高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金事業財産処分承認申請書

年 月 日

殿

住 所

地方公共団体の名称及びその長の氏名

年 月 日付け第 号をもって交付金の額の確定通知を受けた高速増殖炉サイクル技

術研究開発推進交付金事業に関する財産の処分の承認を受けたいので、高速増殖炉サイクル技術

研究開発推進交付金交付規則第１６条第２項の規定により別紙のとおり申請します。

（注）用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。

別紙

１．処分しようとする財産及びその理由

財産の名称 仕様 処分の方法 処分の時期 処分の理由

（備考）（１）処分の方法の欄には、使用、譲渡、交換、貸付又は担保の提供等の別を記載し、

使用の場合はその用途も記載すること。

（２）用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。

（相手方がある場合）

２．相手方

① 住所

② 氏名

③ 使用の目的

④ 使用の場所

⑤ 使用の条件

⑥ その他特記すべき事項



様式第１２（第１８条関係）（令元文科告１８・一部改正）

令和 年度高速増殖炉サイクル技術研究開発推進交付金調書

（単位：円）

国 交付金事業者

歳入 歳出 備考
歳出 交付

うち うち うち予算 決定 科目 予算 収入 科目 予算 支払 翌年度
交付金 交付金 交付金科目 の額 現額 済額 現額 済額 繰越金
相当額 相当額 相当額

（注）用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。


